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22⾼浜３、４号機の許認可について

原⼦炉設置変更
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＜プラント概要図＞
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⾼浜３、４号機 これまでの保全活動と⻑期保守管理⽅針の概要

原子炉容器上蓋
上蓋用管台の応力腐食割れに対する予防保

全処置として、取替を実施。
３号機：第１８回定期検査時（２００７～２００８

年度）
４号機：第１７回定期検査時（２００７年度）

低圧タービンロータ
低圧タービンロータの応力腐食割れに対す

る予防保全処置として、取替を実施。
３号機：第１９回定期 検査時（２００９年度）
４号機：第１９回定期検査時（２００９

～２０１０年度）

主変圧器
３号機：コイル絶縁紙の寿命評価に基づき、

主変圧器取替を検討。（短期）
４号機：コイル絶縁紙の寿命評価に基づき、

主変圧器取替の実施を検討。
（中長期）

２次系ドレン系統配管サポート
炭素鋼配管の減肉状態を保守的に仮定しても、耐震性が確

保できるよう耐震サポート補強工事等を実施する。（短期）

原子炉容器監視試験
原子炉容器の中性子照射脆化を考

慮し、これまで４回の監視試験片の取
り出しを実施し、これらの試験結果に
基づき原子炉の安全性に問題がない
ことを確認した。

高照射領域での脆化傾向の知見拡
充等のため、第５回監視試験の実施計
画を策定する。（中長期）

余熱除去系統配管
余熱除去系統の高サイクル熱疲労割れに対する予防保全の観点から、

熱疲労を抑制するため、バイパスライン合流部配管ルートの変更を実施。
３号機：第１９回定期検査時（２００９年度）
４号機：第１８回定期検査時（２００８年度）

： これまでの主な保全活動を示す。

： 長期保守管理方針を示す。

蒸気発生器伝熱管
蒸気発生器の伝熱管は600系ニッケル基合金を使用しており、応力腐食割れ対

策として、ショットピーニングを行い、引張り残留応力の低減を図った。
３号機：第１３回定期検査時（２００１年度）
４号機：第１３回定期検査時（２００１年度）

応力腐食割れ等が顕在化することが否定できないことから、長期的対策として蒸
気発生器の取替を含めた保全方法を検討する。(中長期)

ポンプ、配管、炉内構造物等
基準地震動Ss-1に対する耐震裕度が大きい機器に対しては、

基準地震動Ss-2～Ss-7による耐震安全性が確保されると評価

しているが、耐震裕度を把握する観点から耐震安全性評価を
継続実施する。（短期）
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電源確保対策
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海⽔
ポンプ

(⾼圧注⼊系)
(低圧注⼊系)

(余熱除去系)

格納容器スプレイ系

原⼦炉格納容器

再循環サンプ

原⼦炉容器

１次冷却材
ポンプ

蒸
気
発
⽣
器

制御棒

燃料

燃料取替⽤⽔
ピット

蒸気
(タービンへ)

給⽔(復⽔器から)
タービン動補助給⽔ポンプ

電源盤

蒸気を⼤気へ放出

⾮常⽤
Ｄ／Ｇ

ディーゼル
消⽕ポンプ

冷却器

・中央制御室へ
・各計器へ

⾮常⽤
蓄電池

冷却⽔
ポンプ

電源⾞

・各機器へ

排気筒

常⽤
蓄電池

空冷式⾮常⽤発電装置

接続

接続盤

電動補助給⽔ポンプ

海⽔接続⼝の設置

接続ラインの恒設化

２次系
純⽔
タンク

（Ｃ）

２次系
純⽔
タンク

（予備）

淡⽔
タンク

＊１

消⽕⽔系統より＊１

＊２

アニュラス
排気系

冷却器冷却ポンプ

１次系純
⽔

タンクより

中圧ポンプの
設置

・⽔密扉への
取替

・シール施⼯
・⾮常⽤Ｄ／Ｇ
空調⽤ダクト
かさ上げ

電源⾞の配備
（３台、合計５台/２ユニット）
・可搬型代替電源（交流）

使⽤済燃料ピット

加圧器
加圧器逃
がしタンク

可搬式バッテリの配備
・加圧器逃がし弁⽤電磁弁を作動させるための
可搬式バッテリを配備 （１台/ユニット）

＊２
再循環
ユニット

静的触媒式
⽔素再結合装置

接続盤

可搬式整流器

可搬式整流器の配備
（１台/ユニット）
・可搬型代替電源（直流）

空冷式⾮常⽤発電装置の配備
（２台/ユニット）
・常設代替電源（交流）

可搬式バッテリ

：重⼤事故等対処設備
：多様性拡張設備

号機間電⼒融通ケーブルの配備
・他号炉の⾮常⽤ディーゼル発電機が健全な場合には、号機間電⼒融通
恒設ケーブルまたは同予備ケーブルを接続し、給電

3号機 ⾮常⽤⾼圧⺟線 4号機 ⾮常⽤⾼圧⺟線

1,2〜3,4号機間電⼒融通ケーブルの配備
・1,2号炉の⾮常⽤ディーゼル発電機が健全な場合には、
3,4号炉へ号機間電⼒融通ケーブルを接続し、給電

1号機 ⾮常⽤⾼圧⺟線
3号機 ⾮常⽤⾼圧⺟線

（1号炉→3号炉へ号機間融通する場合）

⾼浜３、４号機 電源確保対策
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空冷式
⾮常⽤発電設備

電源⾞

＜SA設備＞

外部電源 （５回線）

⾼浜発電所の電源構成について（外部電源喪失時の電源確保）

（２台／号機）

＜DB設備＞

更なるバッ
クアップ

号機間電⼒融通ケーブル
（３号〜４号）
（１組＋予備１組）

外部電源

⾮常⽤
ディーゼル発電機

外部電源
喪失時

更なるバッ
クアップ

（２台／号機）

（２台／号機
＋予備１台）

使⽤でき
ない場合
に備え

《凡例》

：既設設備

：新規設備
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空冷式非常用
発電装置

（2台／ユニット）
・1825ｋVA／台
・重大事故の収束
に必要な容量

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ
発電機

（2台／ユニット）
･6750kVA/台

安全系設備
・海水ポンプ
・電動補助給水ポンプ
・充てん高圧注入ポンプ
・余熱除去ポンプ 等

計器用電源系統
（中央制御室

監視計器等へ）

直流電源系統

バッテリー

電源車
（5台／2ユニット）

・610kＶＡ／台
・重大事故の収束に必要
な容量(プラント監視）

電源の確保（全交流動力電源喪失対策）（高浜3,4号機）

福島第一原子力発電所事故以前から、
○ 外部電源は、異なる接続先の送電系統５回線による多重化構成。
○ 外部電源が喪失した場合でも、非常用ディーゼル発電機により電源を確保。

更に新規制基準対応として、
○ 全交流動力電源の喪失を想定し、交流電源設備を確保。（空冷式非常用発電装置、電源車）
○ これらの設備から交流の電力を供給するまでのために、直流電源（蓄電池）を増強。
〇開閉所については新規制基準を踏まえた評価を行い、問題のないことを確認。

（２系統/ﾕﾆｯﾄ）
１２００Ａ･ｈ/系統

↓
２４００Ａ･ｈ/系統

不要な負荷を切離すことで
２４時間使用することが可能

:新設

所内電源系統

緊急時対策所
(1,2号機中央制御室下)

電源車

開閉所

切り離し

（容量増強）

系統 回線数
接続する変電所
又は開閉所

500kV
高浜線 2

新綾部変電所
青葉線 2

77kV
高浜
連絡線

1 高浜変電所



88
事故シーケンス事例（全交流電源喪失時における１次冷却材喪失）

【全交流電源喪失】

プラントトリップ

電源回復不能

1次冷却材漏えいの兆候

主蒸気逃がし弁(現地操
作)による急速冷却・減圧

1次系圧⼒・温度維持

：追加対策

空冷式⾮常⽤
発電装置使⽤

電源復旧
主蒸気逃がし弁
による1次冷却系

急速冷却・減圧準備

蓄圧タンク注⼊完了および隔離

【空冷式ＤＧの操作】

⼿順①については、事故時操作所則第２部に定めている。
空冷式ＤＧを起動、運転状態の確認。続けて２台⽬の起動を実施。
中央制御室２⼈ 現場１⼈で、約１６分で実施。（設置許可）
訓練も継続的に実施。

設
計
基
準
の
領
域

設
計
基
準
を
超
え
炉
⼼
損
傷
に
⾄
る
可
能
性
の
あ
る
領
域

・中央制御室からの起動 ・電源復旧操作

1825ｋVA／台
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炉心冷却・格納容器冷却対策
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⾼浜３、４号機 炉⼼冷却・格納容器冷却機能の確保

海⽔
ポンプ

(⾼圧注⼊系)
(低圧注⼊系)

(余熱除去系)

格納容器スプレイ系

原⼦炉格納容器

再循環サンプ

原⼦炉容器

１次冷却材
ポンプ

蒸
気
発
⽣
器

制御棒

燃料

燃料取替⽤⽔
タンク

蒸気
(タービンへ)

給⽔
(復⽔器から)

タービン動補助給⽔ポンプ

電源盤

蒸気を
⼤気へ放出

⾮常⽤
Ｄ／Ｇ

ディーゼル
消⽕ポンプ

冷却器

・中央制御室へ
・各計器へ

⾮常⽤
蓄電池

冷却⽔
ポンプ

・各機器へ

排気筒

常⽤
蓄電池

空冷式⾮常⽤
発電装置

接続

接続盤

電動補助給⽔ポンプ

海⽔接続⼝の設置

接続ラインの恒設化

２次系
純⽔
タンク

２次系
純⽔
タンク

＊１

消⽕⽔系統より＊１

＊２

アニュラス
排気系

冷却器冷却ポンプ

１次系純⽔
タンクより

海⽔

消⽕栓
淡⽔タンクより

中圧ポンプの
設置

・⽔密扉への
取替

・シール施⼯
・⾮常⽤Ｄ／Ｇ
空調⽤ダクト
かさ上げ

使⽤済燃料ピット

加圧器
加圧器逃
がしタンク

電源ケーブル

恒設及び可搬式代替低圧注⽔ポンプの設置
・原⼦炉または格納容器に注⽔できるよう、専⽤ポンプ・電源を配備
（恒設：１台/ユニット、可搬式：５台/２ユニット）

【可搬式の例】

＊２

再循環
ユニット

静的触媒式
⽔素再結合装置

消防
ポンプ

消防ポンプ

⻯巻防護
設備

仮設⽔槽

恒設については、燃料取替⽤⽔タンクを⽔源とし、格納容器等へ注⽔
屋 外

専⽤ホース
海⽔

消防ポンプ

復⽔
タンク

⻯巻防護
設備

⽔素燃焼装置
（イグナイタ）

電動ポンプ電源⾞

防潮ゲート

恒設代替低圧注⼊ポンプ

中圧ポンプの設置
・炉⼼冷却多様化のため、消防ポンプ
よりも吐出圧⼒の⾼い電動ポンプを
配備（１台/１ユニット）

：重⼤事故等対処設備

淡⽔
タンク

⼤容量ポンプ

⼤容量ポンプの設置
・格納容器内の⾃然対流冷却に⽤いる再循環ユニットの冷
却⽔供給のため、海⽔から直接取⽔できる⼤容量ポンプを
配備

：多様性拡張設備
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【多様性拡張設備による代替炉心注水の系統概要】

M

凡例

ポンプ・モータ
M

M
電動弁
（非常用母線より受電）

恒設代替低圧注水ポンプ使用ライン（重大事故等対処設備）

可搬式代替低圧注水ポンプ使用ライン（重大事故等対処設備）

多様性拡張設備について

消火設備

スプレイリングヘッダ

スプレイリングヘッダ

LI

淡水タンク

電動消火ポンプまたは
ディーゼル消火ポンプ

各々(450m3/h、2台/4ﾕﾆｯﾄ）

格納容器スプレイポンプ

余熱除去ポンプ

燃料取替用水タンク

可搬式代替
低圧注水ポンプ

仮設組立式水槽

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

FI

FI

FI

恒設代替低圧
注水ポンプ

消防ポンプ

Ｃ(Ａ)ループ
低温配管

（ ）内は４号炉

Ｂループ
低温配管

Ａ(Ｃ)ループ
低温配管

FI

LI

復水タンク燃料取替用水タンク
補給用移送ポンプ

電源車
(可搬式代替低圧注水ポンプ用)

容量：6000m3

運⽤値：4800m3

800m3

（５台/2ﾕﾆｯﾄ）
150m3/h/台

（１台/ﾕﾆｯﾄ）
150m3/h

高浜３，４号機

消火ポンプによる代替炉心注水ライン（多様性拡張設備）

Ａ格納容器スプレイポンプ（自己冷却）使用ライン（多様性拡張設備）

燃料取替用水タンクからの重力注入（多様性拡張設備）



1212⾼浜発電所の原⼦炉冷却設備の構成

可搬式代替低圧注⽔ポンプ

（２台／号機
＋予備１台）

恒設代替低圧注⽔ポンプ

（１台／号機）

原⼦炉格納容器スプレイポンプ
充てん・⾼圧注⼊ポンプ

（２台／号機）（３台／号機）

余熱除去ポンプ

（２台／号機）

＜DB設備＞

＜SA設備＞

充てん・⾼圧注⼊ポンプ

（３台／号機）

＊： 設計基準事故対処設備であるが、SA設備としても活⽤

＜SA設備*＞

タービン動補助給⽔ポンプ
電動補助給⽔ポンプ

（写真はタービン動補助給⽔ポンプ）

（タービン動補助給⽔ポンプ：１台／号機）
（電動補助給⽔ポンプ：２台／号機）

中圧ポンプ

（２台／号機）

【原⼦炉への直接注⽔による冷却】 【蒸気発⽣器への給⽔による冷却】

更なる
バックアップ

使⽤できない
場合に備え

使⽤できない
場合に備え

《凡例》

：既設設備

：新規設備
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汚染水処理対策



1414福島第一原子力発電所の知見を踏まえた汚染水対策の検討(1/2)

◇福島第一原子力発電所での汚染水対策の状況

対策No. 拡散抑制対策 対策の内容 評価

①
シルトフェンス設置
(平成２３年４月～)

1～4号機取水口付近など6箇所に放射性物質
の拡散を抑制するためにシルトフェンスを設置

シルトフェンス内側に比べ外側の放射性物質濃
度は高くない値。

②
ゼオライト入り土嚢袋を
シルトフェンス内側に投入
(平成２３年４月～)

放射性物質の沖合への拡散抑制の応急対策
として、ゼオライト入りの土嚢袋（合計1,890kg）
を設置したカゴを海中に投入

シルトフェンス内に合計1,890ｋｇのゼオライトを投
入。
６×１０８Bq程度のCsを吸着。

③
海水循環型浄化装置に
よる港湾内の浄化
(平成２３年６月～)

港湾内（シルトフェンス内側）の海水を水中ポ
ンプで汲み上げ、Ｃｓ吸着剤（ゼオライト）を充
填した吸着塔へ通水し、処理した海水を再び
港湾内（シルトフェンス内側）へ戻すことによる
浄化システム

海水中に含まれる油分や縣濁物質を前処理フィ
ルタにより除去することで、５０％程度のCs吸着
率が期待できる。

④
港湾内海底土の被覆材に
よる被覆
(平成２４年２月～)

港湾内の海底土からは比較的高い濃度の放
射性物質が検出されており、波浪等の影響に
よる港湾外への拡散が考えられることから、海
底土を固化土により被覆することにより、海洋
汚染拡大防止を図るもの

公表された評価結果はないが、被覆により海底
の放射性物質が巻き上がることを防止できるた
め一定の効果が期待できる。

⑤
繊維状吸着材浄化装置に
よる港湾内の浄化
(平成２５年６月～)

海水中でも選択的にＣｓを吸着する吸着材
（フェロシアン化合物）を、接触面積を増やすた
めにモール上の繊維に付加した吸着材浄化
装置を港湾内（シルトフェンス内側）に設置し
浄化するシステム

福島第一原子力発電所において実機検証中。

⑥
汚染水処理対策技術事業
（平成２６年度）

海水中のCs、Sr等の放射性各種を効率よく除
去することができる新規捕集材と、海水を新規
捕集材に供給する汚濁物質除去機構を組み
合わせ、閉鎖海域での放射性物質回収システ
ムに必要な技術を開発。

平成２６年度実施の事業のため、評価結果につ
いては未公表。



1515福島第一原子力発電所の知見を踏まえた汚染水対策の検討(2/2)

対策
No.

拡散抑制対策 検討結果
追加
対策

① シルトフェンス設置 配備済み。 －

② ゼオライト入り土嚢袋 配備済み。 －

③ 海水循環型浄化装置

海から汲み上げた海水をゼオライトに通水することで、放射性物質
の低減が期待できる。
放水砲の使用段階からの実施が効果的であるため、事前に必要機
材を配備する。

手配
準備中

④ 海底土の被覆材による被覆
海底に堆積した放射性物質を被覆することにより、巻き上げ等によ
る拡散の防止が期待できるため、事象発生後の海底への放射性物
質の堆積状況を確認後、実施について判断する。

継続調査

⑤ 繊維状吸着材浄化装置
現在試験段階であるため現時点においての効果は不明であり、実
運用段階での効果について継続的に調査する。

継続調査

⑥ 汚染水処理対策技術
評価結果が未公表のため、現時点での採否判断はできないが、
今後、評価結果が公表され次第検討を実施する。

継続調査

拡散抑制対策として、既に配備しているシルトフェンスおよびゼオライト土嚢袋に加え、追加対策
として海水循環型浄化装置の必要機材を事前配備することで、更なる拡散抑制を図る。
また、今後の福島第一原子力発電所での汚染水対策状況等を注視し、更なる追加対策の可能
性調査を継続的に実施する。

◇福島第一原子力発電所での汚染水対策を踏まえた当社への反映検討
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吸着剤（放射性物質拡散抑制対策）の保管状況

○ 放射性物質拡散抑制対策として、側溝等に設置する吸着剤（ゼオライト）について、
発電所に事前配備済み。（⾼浜３,４号機：１０ｔ）

ゼオライトを１０ｋｇ単位で袋詰め

袋詰めしたゼオライトを４０袋単位で
⼤袋に梱包 発電所構内に設置したコンテナに保管
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• 汚染水対策として、事故後に浄化装置を組み立て、処理を行うべく調達に時間がかか
る吸着剤（ゼオライト）について、初動段階で必要な量（１０ｔ）を事前配備済み。

• 発災発電所へ運搬する体制も整備済み。

⇒協力会社と事故収拾活動への協力に関する覚書の中で運搬を実施。

• 今後も東京電力が実施している汚染水対策や、研究・開発中の除染技術について継続
的に注視し、効果的と判断できるものは積極的に反映していく。

ゼオライトの保管状況 ドラム缶内の状況

ゼオライト

配備場所：美浜整備センター（福井県美浜町）

Cs用：82缶（7.6t)
γ核種用：12缶(1.4t)
Sr用：6缶(0.8t)

自主的対策
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緊急時対策所・免震事務棟
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現状の⾼浜発電所3､４号機⽤緊急時対策所等の概要

設置場所 仕様・機能等

緊急時対策所
1,2号機中央
制御室下の

会議室

〇耐震構造
〇有効⾯積約112ｍ２

〇収容想定⼈数86⼈(内2名はNRA)
〇７⽇間の活動に必要な⾷料等保管
〇代替交流電源として電源⾞３台配備

緊急時対策所
除染エリア

(ﾁｪﾝｼﾞﾝｸﾞｴﾘｱ)
緊急時

対策所⼊⼝

〇平常時から設営
〇鋼製パイプ・ボード製
〇脱⾐所、スクリーニングエリア、除染エリアから

構成
○サーベイメータによる測定
○濡れティッシュによるふき取り除染 等

作業員の
待機場所

緊急時
対策所
下フロア

〇耐震構造
〇有効⾯積約33ｍ２

〇収容想定⼈数27⼈
〇7⽇間の活動に必要な⾷料等保管

作業員の
待機場所
除染エリア

(ﾁｪﾝｼﾞﾝｸﾞｴﾘｱ)

作業員の
待機場所

⼊⼝

〇平常時から設営
〇鋼製パイプ・ボード製
〇脱⾐所、スクリーニングエリア、除染エリアから

構成
○サーベイメータによる測定
○濡れティッシュによるふき取り除染 等
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2121情報通信網の強化

原子力事業本部発電所 本店（大阪）

オフサイトセンター

【構内の通信：電源喪失時等における通信手段確保】

○トランシーバー （震災前：0台）

美浜：15台、高浜72台、大飯33台配備済み

○携行型通話装置 （震災前：0台）

・中央制御室と現場各所に専用通信線を敷設

・携行型通話装置を配備

通信線： 敷設済み

通話装置： 美浜47台、高浜36台、大飯38台配備済み

【構外・構内との通信：携帯電話不通時等の通信手段確保】

○緊急時衛星通報システム （震災前：0台）

美浜3台、高浜5台、大飯4台配備済み

○衛星電話（固定）（屋外アンテナ付） （震災前：0台）
美浜10台、高浜20台、大飯20台配備済み

○衛星電話（携帯） （震災前：各発電所 1台）

美浜：21台、高浜39台、大飯38台配備済み

○社内LAN用衛星可搬局 （震災前：0台）

各発電所1台配備済み

【屋外アンテナ】

○緊急時衛星通報システム
（震災前：0台）
1台配備済み

○衛星電話（震災前：2台）

13台配備済み
（屋外アンテナ付：12台）

○衛星電話（固定）（震災前：0台）

5台配備済み

○社内LAN用衛星可搬局

（震災前：0台）
2台配備済み

○衛星電話（屋外アンテナ付） （震災前：0台）
各オフサイトセンター6台配備済み

【衛星電話】 【屋外アンテナ】

○衛星電話 （震災前：3台）
10台配備済み

【衛星可搬局】

国統合防災NW

○電話、FAX、TV会議
（地上系、衛星系）

発電所、原子力事業本部、本店
（大阪）、オフサイトセンター等
を結ぶ

注）台数は、H27.3.31時点
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・福島第⼀原⼦⼒発電所事故を踏まえて、発電所においては⼀般回線に加えて、耐震性を確保した衛星
回線などを設置し、外部との通信⼿段の多重化・強化を実施。

・初動対応要員の召集については、社内ルールに基づき以下のとおりで召集。
＜地震発⽣時＞ 若狭地域で震度５弱以上の地震、⼜はＭ７．９以上の南海トラフ地震が発⽣し

た場合、社員は⾃動的に事業所へ出社。（個々の社員出社の可否は安否確認
システムにより把握）

＜地震以外＞ 緊急呼出システムにより招集。
緊急呼出システムが利⽤できない場合は、災害優先電話や衛星携帯電話を⽤い
て、原⼦⼒防災業務計画で定める召集連絡経路に基づき召集。

通信⼿段の多様化、多重化・強化策について

衛星電話（固定・携帯）

衛星保安電話

地方公共団体
（福井県、高浜町等）

国
（規制委員会等）

高浜発電所

緊急時衛星通報システム

通信事業者衛星回線
（関電専用）

原子力事業本部
（即応センター等）

本店
（即応センター等）

衛星電話（可搬）

通信事業者衛星回線
（一般回線）

通信事業者衛星回線
（統合原子力防災ＮＷ専用）

国統合原子力防災ﾈｯﾄﾜｰｸ

社内用ＴＶ会議システム

１Ｆ事故以降新たに設置
した衛星端末

１Ｆ事故以降新たに開設
した衛星回線
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＜当初計画：免震事務棟＞
○設置場所の地質調査を平成24年5月に開始し、平成24年7月末に免震事務棟の仕様を確定。
○設置場所を美浜：3号機取水口横(EL.+6.0m)、高浜：北門横協力会社駐車場(EL.+17.0m)、大飯：グラ
ンド横(EL.+15.0m)に決定。

○平成25年6月に建物工事を着工し、平成27年度上期運用開始に向け、ボーリング調査、敷地造成、
基礎・地下工事等を進めてきたが、設計開始当初に想定していた基準地震動の見直し等を受け、基
礎・地下・地上部躯体工事を中断。機器の仕様変更や免震装置の設計を再検討することとした。

＜見直し後：緊急時対策所＋免震事務棟＞

○緊急時対策所は、新規制基準において、中央制御室以外の場所で、かつ、中央制御室と共通要因
により同時に機能喪失しないことが 求められている。

○このことから、新規制基準を満足する緊急時対策所(耐震建屋)を設置する。（平成29年度運用開始）
○また、自主的取り組みとして、関係要員等をより多く収容するため免震事務棟(免震建屋)を設置する。

緊急時対策所等設置工事

B1F

1F

2F

3F

4F

5F

6F

7F

8F

9F

＜当初計画：免震事務棟＞ ＜見直し後：緊急時対策所＋免震事務棟＞

緊急時対策所
（耐震建屋）

【主な仕様】
・免震構造
・建屋内面積 約6,000㎡
・収容想定人数

最大約1,000人
・通信連絡設備
・換気および遮蔽設備
・情報把握設備

【主な仕様】
・耐震構造
・建屋内面積 約800㎡（美浜は約400㎡）
・換気および遮蔽設備 〔要員がとどまる措置〕
・情報把握設備 〔情報把握できる機能〕
・通信連絡設備 〔通信連絡〕
・収容人数 最大約200人（美浜は約100人）

〔必要な数の要員を収容できる〕

【主な仕様】
・免震構造
・建屋内面積 約4,000㎡（美浜は約3,300㎡）
・収容想定人数 最大約800人（美浜は約400人）
・初動要員の宿直場所
・事故時要員待機場所
・通信連絡設備
・非常用発電装置

緊急時対策本部エリア
注１）免震事務棟は、自主的取り組みのため設置許可申請

書の記載はない。

空気ボンベ

代替交流電源

B1

緊急時対策本部エリア

1F

（高浜のイメージ）

B1F

1F

2F

3F

４F

５F

（高浜のイメージ）

：規制要求

建設予定地（高浜発電所）

免震事務棟
（免震建屋）
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【美浜発電所】【⾼浜・⼤飯発電所】

⾼浜・⼤飯・美浜発電所免震事務棟設計案

建屋床⾯積 約4,300㎡

収容想定⼈数 約800⼈

免震事務棟は⻑期事故⽀援を⽬的とし、主に、①初動要員の宿直場所、②要員待機場所、
③資機材受⼊れ及び保管場所として活⽤するために、⾃主的な位置付けで設置。

建屋床⾯積 約3,000㎡

収容想定⼈数 約400⼈

設計⽅針

B1F
1F

2F

3F

塔屋

4F

宿直室

通信機械室、通信⽤蓄電池室、倉庫

⾮常⽤発電機室

事故対応⽀援スペース
医療処置室、チェンジングエリア ▼GL

鉄
塔

B1F

1F

2F

3F

4F

塔屋

6F

空調機械室、電気室、各種ポンプ室

医療処置室、チェンジングエリア

宿直室

通信機械室、通信⽤電源室、倉庫

⾮常⽤発電機室

鉄
塔

宿直室

5F

▼GL

事故対応⽀援スペース

空調機械室、電気室、各種ポンプ室
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○召集要員（協力会社・メーカー含む）の発電所召集後の待機場所について

召集要員（協⼒会社・メーカー含む）の待機場所について

社員
発電所近辺からの召集要員４8名
（本部10名＋現場38名）

社員
発電所近辺からの召集要員４8名
（本部10名＋現場38名）

協⼒会社
発電所近辺からの召集
協⼒会社
発電所近辺からの召集

社員
発電所近辺からの召集要員
社員
発電所近辺からの召集要員

原⼦⼒緊急事態⽀援組織（ロボット
等）
原⼦⼒緊急事態⽀援組織（ロボット
等）

プラントメーカ（ＭＨＩ・ＭＥＬＣＯ）プラントメーカ（ＭＨＩ・ＭＥＬＣＯ）

緊急時対策所指揮所

（86名収容可能）

第１サービスビル

ビジターズハウス

協力会社Ｄ棟他

Ｃ
／
Ｖ
破
損
の
可
能
性
有

上記以外は
発電所構外へ退避

緊急時対策所指揮所

本部要員７７名＋現場作業
員７名＊＋２名 計８６名

緊急時対策所待機場所

現場作業員２７名＊
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火災対策
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○火災の規模や発生場所に関わらず、対応手順（公設消防との連携内容）や役割分担は同じ。
○管理区域内の場合も基本的に同様であり、線量計等を携帯し、防火服のまま着替えることなく入域するとともに、
放射線管理要員を派遣し、公設消防隊に対し、線量に応じた保護具の着用を指導するなど、放射線防護に
関する必要な措置を講じることとしている。

フロー（連携内容）

１．火災発生連絡受信
①専属消防隊に出動要請
②１１９番通報

２．現場確認指示⇒確認

３．現場確認結果報告

４．消火器による初期消火

５．火災発生場所の指示

６．プラント設備に関する情報伝達

７．公設消防隊に留意事項の伝達

１．専属消防隊本部
①出動準備指示
②防火服の装備指示
③消防案内者が待機⇒（８．公設消防隊を受入）

２．防火服の装備

３．火災発生現場までのアクセスルート選定

４．消防車乗車、消防車配置場所を確定

５．火災現場到着

６．放水指示

７．放水指揮・放水

８．公設消防隊の受入、現場に誘導

９．公設消防隊への引継

通報

防火服着用

アクセスルー
ト選定・出動

現場到達

消防車配置

指揮連携

放水準備

放水

公設消防受入

公設消防引継

鎮火

初期消火要員（運転員） 専属消防隊（委託消防隊） ７名

自衛消防隊 １０名以上

⇒公設消防隊に指揮権を引継後は公設消防隊の指揮下で消火活動に当たる

【原子力発電所において火災が発生した場合の対応手順】

火災発生時の対応について

防火管理所達抜粋
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消⽕⽔系統追設

淡⽔
タンク

淡⽔
タンク

淡⽔
タンク

消⽕ポンプ
（電動）

消⽕ポンプ
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ）

消⽕ポンプ室 タービン建屋 制御建屋等 外周建屋 消⽕設備

原⼦炉格納容器

給⽔接続⼝

防⽕⽔槽 ポンプ⾞

（必要に応じ接続）

電動ポンプ※
２台

Ｍ Ｍ

電動弁※
２台

※ポンプ及び弁は⾃動起動
（電源は⾮常⽤電源系統）

Ｍ

基準地震動においても機能維持
が可能な消⽕⽔系統

：既設消⽕⽔系統
：中越沖地震を踏まえた対応
：耐震性のある消⽕⽔系統(新設)

消⽕⽔バックアップタンク
（100m3×6基／3･4号機）

タンク

⽕災感知器
(約2,400個)

スプリンクラー
(約1,600個)

耐⽕シート
(約200箇所)

（数ｍ〜５０ｍ程度/箇所）

ケーブルトレイハロン消⽕剤ノズル ポンプ

スプリンクラーの設置 ケーブルトレイへの耐⽕シート巻付けハロン消⽕設備の設置

消⽕設備等設置

約60箇所

トレイ内へ⾃動消⽕
装置（ハロン式）

原子炉を停止するために必要な機器等に対し、以下について強化。（例：高浜３，４号機）
○早期検知のため、異なる種類の火災感知器（煙、炎）を追加設置。（約1,200個→約2,400個）
○可燃物（ポンプ等油内包機器、ケーブル、電気盤等）を対象にスプリンクラーやハロン消火設備を設置。
○耐震性のあるタンクやポンプ等の消火水系統を追設。
○影響軽減のため、ケーブルトレイに耐火シートや自動消火装置を設置。

新規制基準対応について（内部火災対策）
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：防⽕帯

【防⽕帯設置後】

防⽕帯の⼯事（例）

【防⽕帯設置前】

○森林火災による発電所施設への延焼を防止するために森林を伐採し、幅18ｍの防火帯を設置。

新規制基準対応について（外部火災対策）
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ＭＯＸ燃料
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○高浜3、4号機再稼動時ＭＯＸ燃料を使用する計画(3号機：24体、4号機：4体)とし、
必要な準備を進めていく。

【第１回製造分】

3号機(20体)
うち16体を装荷予定

4号機(16体)
東日本大震災を受けて 製造を延期【第２回製造分】

契
約
準
備

基
本
契
約

品
質
保
証
シ
ス
テ
ム
監
査

（
事
前
監
査
）

本
契
約

書
類
審
査
・
定
期
監
査

初
期
製
造

本
格
製
造

欧
州
内
陸
上
輸
送

海
上
輸
送

発
電
所
受
入

原
子
炉
に
お
け
る
使
用

契
約
準
備

契

約

書
類
審
査
・
定
期
監
査

欧
州
内
陸
上
輸
送

海
上
輸
送

発
電
所
受
入

原
子
炉
に
お
け
る
使
用

製

造

当社の要求する品質保証体制
を構築できることを確認

製造前に品質保証活動
の実施状況を確認

社員の常駐による
製造状況の確認

：ＢＮＦＬ問題を踏まえた改善策

（参考：H7年6月 原子力安全委員会報告書）
原子炉の中でのＭＯＸ燃料の振る舞いはウラン燃料と大差なく、ＭＯＸ燃料の装荷割合が炉心全体の約1/3程度までの範囲
であれば、現在と同じ安全設計、評価手法を使うことが可能

プルサーマル計画の進捗状況

○ 高浜3、4号機で使用するＭＯＸ燃料は炉心全体の約1/4であり、ウラン燃料と同等の安全性が確保できる。

輸
入
燃
料
体
検
査

工
事
計
画
認
可
申
請

使
用
前
検
査

工
事
計
画
認
可

合格書受領

輸
入
燃
料
体
検
査

合
格
書
受
領

輸
入
燃
料
体
検
査
申
請

輸
入
燃
料
体
検
査
補
正
申
請

輸
入
燃
料
体
検
査
申
請

輸
入
燃
料
体
検
査
補
正
申
請

3号機(8体)
1サイクル運転済
再装荷予定

4号機(4体)
使用前検査申請

高浜３、４号機再稼動時のＭＯＸ燃料装荷計画等について
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＜品質保証活動＞

・製造期間を通じてメロックス工場に当社社員を派遣／当社の活動状況を第三者機関が確認
・異常事態発生時の連絡方法、体制を構築（製造開始前に連絡訓練実施）

＜品質保証活動の結果＞

適切な品質保証のもと、定められた仕様のＭＯＸ燃料が製造されたことを確認

燃料集合体工程監査

立会検査

（抜取検査、

記録確認）

工程監査

巡視

現地駐在体制

ペレット製造

燃料棒製造

燃料集合体製造

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

平成２２年

メロックス工場でのＭＯＸ製造

4/6 9/29

当社の立会検査を４６回実施 全て合格であることを確認

ペレット工程監査

燃料棒工程監査

ペレット、燃料棒、集
合体の工程ごとに工
程監査を２７日実施

当社向けＭＯＸ燃料の製造・検査の工程を毎日巡視（休日を除く）

・派遣体制：２人～５人（延べ約３８０人・日）

・現地駐在責任者１名、検査・巡視員１～３名の体制。なお、工程監査時は監査チームが加わる。（重複有）

高浜３号機用ＭＯＸ燃料２０体（第２回製造分）
の製造に係る品質保証活動の結果
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ＭＯＸ燃料の輸入燃料体検査における外観確認検査

（高浜４号機用ＭＯＸ燃料４体（第１回製造分）および高浜３号機用ＭＯＸ燃料２０体（第２回製造分））

水中ＴＶカメラによる外観確認方法の概略図

平成２３年２月１６日（高浜４号機用ＭＯＸ燃料４体）および平成２６年２月７日
（高浜３号機用ＭＯＸ燃料２０体）に、国から輸入燃料体検査合格証を受領

（現在、ＳＦピットに保管中）

平成２３年２月１日（高浜４号機用ＭＯＸ燃料４体）および平成２５年１２月１０日～１２日
（高浜３号機用ＭＯＸ燃料２０体）に、国による輸入燃料体検査（外観確認検査）を受検

左半分の
映像

右半分の
映像

燃料の

断面

水中ＴＶカメラ
水中ＴＶカメラ等の映像を

モニタで確認

（上から見た図）

【検査の判定基準】：
○割れ、傷等で有害なものがないこと
○油脂、酸化物等で有害な付着物がないこと
○部品の欠如がないこと。燃料集合体に燃料体識別番号が刻印されていること
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使用済燃料ピット漏えい時対策
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高浜３，４号機 使用済燃料ピット漏えい時の対応について

福島第一原子力発電所事故を踏まえ、使用済燃料ピットの漏えい時においても、給水機能や監視機能等の
安全性向上対策を実施。

淡水タンク

1次系純水タンク

燃料取替用水
タンク

海水

使用済燃料ピット

使用済燃料

電動消火ポンプ

ディーゼル
消火ポンプ

使用済燃料
ピット冷却器使用済燃料

ピットポンプ

1次系補給水ポンプ

燃料取替用水ポンプ

2次系純水タンク

2次系補給水ポンプ

淡水貯水槽 淡水タンク

消防ポンプ

スプレイヘッダ

可搬式代替低圧
注水ポンプ

放水砲

大容量ポンプ

恒設配管

ホース

温度計

電波式水位計

監視カメラ

屋内消火栓

屋外消火栓

（別エリアに保管）

可搬式エリアモニタ 可搬式ピット水位計

漏えい検知器

： 対策設備

計測範
囲拡大

耐震Ｓク
ラス相当

①

②

②

③

④

①

①

③
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格納容器内計装設備強化策
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【格納容器水位計】

重大事故対策（高浜３，４号機の例）

○溶融炉心冷却時における注水量を把握する手段として、注水量の積算や水源となるタンクの水位変化による確認としていたものに加え、
原子炉下部キャビティ水位計を新設。

【原子炉下部キャビティ水位計】

○格納容器スプレイ時の格納容器水位を把握する手段として、格納容器への注水量の積算による確認に加え、原子炉格納容器水位計を
新設。

E.L. +14.4M

E.L. +7.2M

（高浜３号機）EL. +10.4M
（高浜４号機）EL. +10.3M

E.L. +20.2M

格納容器再循環サンプ
水位計（広域）

↑下部キャビティ室

←格納容器再循環サンプ

４

原子炉
格納容器水位計

（電極式）

原子炉下部
キャビティ水位計（電極式）

原子炉容器

中央制御室格納容器内

高浜3,4号機の例

規制要求（実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈）

第５８条（計装設備）
ｃ） 原子炉格納容器内の温度、圧力、水位、水素濃度及び放射線量率など想定される重大事故等の対応に必要となる

パラメータが計測又は監視及び記録ができること。


